高知県障害福祉サービス等確保支援事業費補助金交付要綱　新旧対照表

	新
	旧

	高知県障害福祉サービス等確保支援事業費補助金交付要綱（抜粋）

（補助目的及び補助対象事業）

第２条　県は、中山間地域に居住する障害児者や、重度障害や強度行動障害を有する障害児者が、住み慣れた地域でそれぞれの障害特性に応じた必要なサービスを利用し、安心して暮らすことができるよう障害福祉サービス等の確保を目的として行われる次に掲げる事業（以下「補助事業」という。）を行う事業所又は当該事業所に対して助成を行う市町村及び広域連合（以下「補助事業者」という。）に対して、予算の範囲内で補助金を交付する。
（１）～（９）（略）

（削除）

（10）障害福祉サービス等事業者に対するサービス継続支援事業

　　　令和２年５月29日障発0529第１号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知の別紙「障害福祉サービ

ス等事業者に対するサービス継続支援事業実施要綱」による次に掲げる事業

　　　ア　障害福祉サービス等事業所のサービス継続支援に関する事業

　　　イ　障害福祉サービス等事業所との連携支援に関する事業

（12）～（14）（削除）

（補助対象経費、補助基準額及び補助率）

第３条　補助事業の実施主体及び補助先は、前条第１号から第９号までの規定に係るものについては市町村（地方自治法（昭和22年法律第67号）第284条の一部事務組合及び広域連合を含む。以下同じ。）とし、前条第10号の規定に係るものについては事業所とする。ただし、前条第６号及び第７号に掲げる事業については中核市を、前条第10号に掲げる事業については中核市に所在する事業所を除く。

２～３（略）

（補助の条件）

第５条　補助金の交付の目的を達成するため、補助事業者は、次に掲げる事項を遵守しなければならない。

（１）（略）

（２）補助事業の内容等を変更しようとする場合は、事前に別記第２号様式による補助金交付変更申請書を提出して知事の承認を受けること。ただし、軽微な変更（補助金額の20パーセント以内の減額及び補助事業間の20パーセントを超えない範囲の配分の変更（未実施の補助事業への配分の変更を除く。）をいう。）をしようとする場合は、この限りでない。

（３）～（５）（略）

（６）補助事業により取得し、又は効用が増加した財産（取得価格又は効用の増加価格が50万円（第２条第10号に掲げる事業については、30万円）を超えるものに限る。）については、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和40年大蔵省令第15号）に規定する耐用年数に相当する期間内において、補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、廃棄し、貸し付け、又は担保に供する場合は、事前に知事の承認を受けなければならないこと。

（７）～（14）（略）
第６条～第10条（略）

（削除）

（削除）

（補助金の返還等）

第11条　（略）

（情報の開示）

第12条　（略）

（委任）

第13条　（略）
附則

１～２　（略）
３　この要綱は、令和４年５月31日限り、効力を失う。ただし、第５条第５号から第８号まで、第７条、第８条第２項、第11条及び第12条の規定は、同日以降もなおその効力を有する。
　附　則

　　この要綱は、平成29年４月１日から施行する。

　附　則

　　この要綱は、平成30年４月１日から施行する。

附　則

　　この要綱は、平成30年７月３日から施行する。

附　則

　　この要綱は、平成31年４月１日から施行する。

附　則

　　この要綱は、令和２年３月23日から施行する。なお、第２条第10号については令和２年１月16日から適用し、
第２条第11号については令和２年３月10日から適用、第２条第12号については令和２年３月２日から適用する。

附　則

（施行期日）

　１　この要綱は、令和２年４月１日から施行する。

（経過措置）

　２　この要綱による改正後の高知県障害福祉サービス等確保支援事業費補助金交付要綱の規定は、令和２年度事

業から適用する。

附　則

この要綱は、令和３年１月29日から施行する。ただし、第２条第10号から第14号までの遡及は、令和２年４
月１日から適用する。

附　則

この要綱は、令和３年３月24日から施行する。
附　則

（施行期日）

　１　この要綱は、令和３年４月１日から施行する。

（経過措置）

　２　この要綱による改正後の高知県障害福祉サービス等確保支援事業費補助金交付要綱の規定は、令和３年度事業から適用する。
別表第１（第３条関係）

(８)医療的ケア児等支援事業
補助対象経費
補助基準額
補助率
　保育所等において、主治医の指示に基づき、医療的ケア児に対し訪問看護師等が医療的ケアを行うことに要した費用
　健康保険法（大正11年4月22日法律第70号。以下この事業において「法」という。）第88条による訪問看護療養費により算定した額
※ただし、対象者１人当たり１月において319,000円を上限とする。
２分の１
　保育所等において、医療的ケア児に医療的ケアを行うために雇用した加配看護師に対し、訪問看護師等が技術援助を行うことに要した費用
　法第88条による訪問看護療養費により算定した額
※ただし、対象者１人当たり年度内において20万円を上限とする。
　医療的ケア児・者が、医療機関へ定期受診をする際に、医療的ケアを行うために訪問看護師等が付き添ったことに要した費用
　法第88条による訪問看護療養費により算定した額
※ただし、対象者１人当たり年度内において182,000円を上限とする。
医療的ケア児・者の家族の休養を図るため、訪問看護師が自宅に出向いて一定時間ケアを代替することに要した経費
介護保険法（平成9年法律第123号）による訪問看護療養費の単価より算定した額
１時間あたり7,500円
※ただし、対象者１人当たり年度内において543,000円を上限とする。
注１　「保育所等」とは、保育所、幼稚園、認定こども園又は特別支援学校のことをいう。

注２～注４（略）

（削除）

（10）障害福祉サービス等事業者に対するサービス継続支援事業
表（略）

注１～注５（略）

（削除）

（削除）

（削除）
	高知県障害福祉サービス等確保支援事業費補助金交付要綱（抜粋）

（補助目的及び補助対象事業）

第２条　県は、中山間地域に居住する障害児者や、重度障害や強度行動障害を有する障害児者が、住み慣れた地域でそれぞれの障害特性に応じた必要なサービスを利用し、安心して暮らすことができるよう障害福祉サービス等の確保を目的として行われる次に掲げる事業（以下「補助事業」という。）を行う事業所又は当該事業所に対して助成を行う市町村及び広域連合（以下「補助事業者」という。）に対して、予算の範囲内で補助金を交付する。
（１）～（９）（略）

（10）特別支援学校等の臨時休業に伴う放課後等デイサービス支援等事業

　　　令和２年３月13日障発0313第５号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知の別紙「特別支援学校等

の臨時休業に伴う放課後等デイサービス支援等事業実施要綱」による次に掲げる事業

　　　ア　代替サービスの提供に係る利用者負担の補助に関する事業

　　　イ　学校の臨時休業により追加的に生じた利用者負担の補助に関する事業

（11）障害福祉サービス等事業者に対するサービス継続支援事業

　　　令和２年５月29日障発0529第１号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知の別紙「障害福祉サービ

ス等事業者に対するサービス継続支援事業実施要綱」による次に掲げる事業

　　　ア　障害福祉サービス等事業所のサービス継続支援に関する事業

　　　イ　障害福祉サービス等事業所との連携支援に関する事業

（12）障害福祉サービス等の衛生管理体制確保支援等事業

　　　令和２年３月13日障発0313第７号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知の別紙「障害福祉サービ

ス等の衛生管理体制確保支援等事業実施要綱」による次に掲げる事業

　　　ア　衛生用品等の緊急調達事業

イ　施設等衛生環境改善事業

（13）在宅障害者等に対する安否確認等支援事業

　　　令和２年５月13日障発0513第２号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知の別紙「在宅障害者等に

対する安否確認等支援事業実施要綱」による次に掲げる事業

　　　ア　在宅障害者等に対する安否確認支援事業

（14）新型コロナウイルス感染拡大に伴う地域活動支援センター及び日中一時支援事業の受入体制強化等事業

　　　平成18年８月１日障発第0801002号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知の別紙１「地域生活支

　　援事業実施要綱」に基づき市町村等が行う地域活動支援センター基礎的事業及び地域活動支援センター機能強

　　化事業並びに日中一時支援において、新型コロナウイルス感染症の国内感染拡大防止対策に伴って生じる課題

　　への対応のために行う事業

（補助対象経費、補助基準額及び補助率）

第３条　補助事業の実施主体及び補助先は、前条第１号から第10号まで、第13号及び第14号の規定に係るものについては市町村（地方自治法（昭和22年法律第67号）第284条の一部事務組合及び広域連合を含む。以下同じ。）とし、前条第11号及び第12号の規定に係るものについては事業所とする。ただし、前条第６号、第７号、第13号及び第14号に掲げる事業については中核市を、前条第11号及び第12号に掲げる事業については中核市に所在する事業所を除く。

２～３（略）
（補助の条件）

第５条　補助金の交付の目的を達成するため、補助事業者は、次に掲げる事項を遵守しなければならない。
（１）（略）
（２）補助事業の内容等を変更しようとする場合は、事前に別記第２号様式による補助金交付変更申請書を提出して知事の承認を受けること。ただし、軽微な変更（補助金額の20パーセント以内の減額及び補助事業間の20パーセントを超えない範囲の配分の変更（未実施の補助事業への配分の変更を除く。また、第２条第10号から第14号までの規定に係る事業は、20パーセントを超える減額及び配分も対象とする。）をいう。）をしようとする場合は、この限りでない。
（３）～（５）（略）

（６）補助事業により取得し、又は効用が増加した財産（取得価格又は効用の増加価格が50万円（ただし、第２条第10号から第14号までに掲げる事業は30万円）を超えるものに限る。）については、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和40年大蔵省令第15号）に規定する耐用年数に相当する期間内において、補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、廃棄し、貸し付け、又は担保に供する場合は、事前に知事の承認を受けなければならないこと。
（７）～（14）（略）

第６条～第10条（略）
（繰越しの承認の申請）

第11条　補助事業者は、補助金の交付の決定があった年度内に事業を完了しなければならない。ただし、繰越しの

承認を受けた場合は、この限りでない。

２　補助事業者が、前項ただし書の規定による繰越しの承認を申請するときは、別記第６号様式による補助金繰越承

認申請書に関係書類を添えて、知事に提出しなければならない。

（年度終了実績報告）

第12条　規則第11条第１項後段の規定による会計年度終了時における実績の報告は別記第７号様式によるものと

し、当該会計年度の翌年度の４月15日までに知事に提出しなければならない。

（補助金の返還等）

第13条　（略）

（情報の開示）

第14条　（略）

（委任）

第15条　（略）
附則

１～２　（略）

３　この要綱は、令和４年５月31日限り、効力を失う。ただし、第５条第５号から第８号まで、第７条、第８条第２項、第13条及び第14条の規定は、同日以降もなおその効力を有する。
　附　則

　　この要綱は、平成29年４月１日から施行する。

　附　則

　　この要綱は、平成30年４月１日から施行する。

附　則

　　この要綱は、平成30年７月３日から施行する。

附　則

　　この要綱は、平成31年４月１日から施行する。

附　則

　　この要綱は、令和２年３月23日から施行する。なお、第２条第10号については令和２年１月16日から適用し、

第２条第11号については令和２年３月10日から適用、第２条第12号については令和２年３月２日から適用する。

附　則

（施行期日）

　１　この要綱は、令和２年４月１日から施行する。

（経過措置）

　２　この要綱による改正後の高知県障害福祉サービス等確保支援事業費補助金交付要綱の規定は、令和２年度事

　業から適用する。

附　則

この要綱は、令和３年１月29日から施行する。ただし、第２条第10号から第14号までの遡及は、令和２年４

月１日から適用する
附　則

この要綱は、令和３年３月24日から施行する。

別表第１（第３条関係）

(８)医療的ケア児等支援事業
補助対象経費
補助基準額
補助率
　保育所等において、主治医の指示に基づき、医療的ケア児に対し訪問看護師等が医療的ケアを行うことに要した費用
　健康保険法（大正11年4月22日法律第70号。以下この事業において「法」という。）第88条による訪問看護療養費により算定した額
※ただし、対象者１人当たり１月において319,000円を上限とする。
２分の１
　保育所等において、医療的ケア児に医療的ケアを行うために雇用した加配看護師に対し、訪問看護師等が技術援助を行うことに要した費用
　法第88条による訪問看護療養費により算定した額
※ただし、対象者１人当たり年度内において20万円を上限とする。
　医療的ケア児・者が、医療機関へ定期受診をする際に、医療的ケアを行うために訪問看護師等が付き添ったことに要した費用
　法第88条による訪問看護療養費により算定した額
※ただし、対象者１人当たり年度内において182,000円を上限とする。
医療的ケア児・者の家族の休養を図るため、訪問看護師が自宅に出向いて一定時間ケアを代替することに要した経費
介護保険法（平成9年法律第123号）による訪問看護療養費の単価より算定した額
１時間あたり7,500円
※ただし、対象者１人当たり年度内において543,000円を上限とする。
注１　「保育所等」とは、保育所、幼稚園又は認定こども園のことをいう。

注２～注４（略）
（10）特別支援学校等の臨時休業に伴う放課後等デイサービス支援事業
（表）（略）
（11）障害福祉サービス等事業者に対するサービス継続支援事業
表（略）

注１～注５（略）

（12）障害福祉サービス等の衛生管理体制確保支援等事業

表（略）

注１～注２（略）
（13）在宅障害者等に対する安否確認等支援事業
表（略）

注（略）
（14）新型コロナウイルス感染拡大に伴う地域活動支援センター及び日中一時支援事業の受け入れ体制強化等事業

表（略）


